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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年11月期 25,784 △3.3 2,616 △15.4 2,684 △13.9 2,026 12.0
2022年11月期 26,650 7.2 3,091 15.9 3,118 16.7 1,809 △3.8

（注）包括利益 2023年11月期 2,023百万円 （10.4％） 2022年11月期 1,833百万円 （△3.5％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
2023年11月期 25.64 － 24.9 14.1 10.1
2022年11月期 22.90 － 26.8 19.3 11.6

（参考）持分法投資損益 2023年11月期 －百万円 2022年11月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2023年11月期 20,914 8,821 42.2 111.78
2022年11月期 17,030 7,429 43.7 94.14

（参考）自己資本 2023年11月期 8,830百万円 2022年11月期 7,437百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円
2023年11月期 2,522 △4,572 2,215 3,378
2022年11月期 2,862 △2,839 △748 3,212

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年11月期 － 0.00 － 8.00 8.00 632 34.9 9.4

2023年11月期 － 0.00 － 10.00 10.00 790 39.0 9.7

2024年11月期（予想） － 0.00 － 10.00 10.00 43.2

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益
親会社の所有者に
帰属する当期利益

基本的１株当たり
当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 12,487 － 542 － 530 － 376 － 376 － 4.77

通期 27,060 － 2,750 － 2,726 － 1,829 － 1,829 － 23.16

１．2023年11月期の連結業績（2022年12月１日～2023年11月30日）

（２）連結財政状態

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

３．2024年11月期の連結業績予想（2023年12月１日～2024年11月30日）

（注）当社グループは、2023年11月期の有価証券報告書における連結財務諸表から、国際財務報告基準（IFRS）を任意適
用いたします。このため、2024年11月期の連結業績予想はIFRSに基づき作成しており、日本基準を適用していた
2023年11月期の実績値に対する増減率は記載しておりません。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年11月期 79,007,500株 2022年11月期 79,007,500株

②  期末自己株式数 2023年11月期 3,855株 2022年11月期 3,855株

③  期中平均株式数 2023年11月期 79,003,645株 2022年11月期 79,003,645株

※  注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：無
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意)

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的と判断する一
定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる
条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績等の概況」をご覧
ください。

（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法）
当社は、2024年１月12日(金)にアナリスト向け説明会を開催する予定です。
その模様及び説明内容については、当日使用する決算説明資料とともに、開催後速やかに当社ウェブサイトに掲載す
る予定です。
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（単位：百万円） 2022年11月期 2023年11月期 増減率

売上高 26,650 25,784 △3.3％

営業利益 3,091 2,616 △15.4％

経常利益 3,118 2,684 △13.9％

親会社株主に帰属する当

期純利益
1,809 2,026 12.0％

１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

　当連結会計年度のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大による行動制限の緩和を受け、消費活動に回復

の兆しが見え始めました。一方で、ウクライナ情勢の長期化、原材料・エネルギー価格の高騰による物価上昇の広

がり、世界的な金融引締め等による景気後退リスクなど、依然として景気の先行きは不透明な状況が続いておりま

す。

　そのような中、当社グループは、社会的価値と経済的価値創出の両立を経営の基本方針として、社会貢献性が高

く、付加価値の高い事業を複数展開するポートフォリオ経営を推進してまいりました。ビジネスソリューション事

業においては、主力の障がい者雇用支援サービスや急成長中の環境経営支援サービスなど、ほぼ全てのサービスが

増収となり、売上は堅調な伸びとなりましたが、利益面については、先行投資の影響等により小幅な増加にとどま

りました。人材派遣サービスを主力とする人材ソリューション事業においては、インバウンド関連に注力した販売

支援業務の売上回復は進んだものの、コールセンター業務のコロナ関連の売上減少の影響が大きく、大幅な減収減

益となりました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は25,784百万円（前連結会計年度比3.3％減）、営業利益は2,616百万円

（前連結会計年度比15.4％減）、経常利益は2,684百万円（前連結会計年度比13.9％減）、親会社株主に帰属する

当期純利益は2,026百万円（前連結会計年度比12.0％増）となりました。

2023年11月期　連結業績

　当連結会計年度のセグメント業績（セグメント間内部取引消去前）は以下のとおりであります。

①　ビジネスソリューション事業

［事業概要］

　ビジネスソリューション事業では、シニアや障がい者など潜在労働力の活用を支援するサービスや、企業の業務

の一部を受託するアウトソーシングサービスを提供しています。前者においては、株式会社エスプールプラスが、

障がい者の就労に適した農園を企業に貸し出し、主に知的障がい者の採用・教育から定着までを支援するサービス

を行っています。株式会社エスプールでは、様々な経験やノウハウを有するシニアを企業の経営課題や業務課題の

解決に役立てるサービスを提供しています。

　後者のアウトソーシングサービスでは、株式会社エスプールロジスティクスが、通販商品の発送を代行する物流

サービスを行っています。株式会社エスプールリンクは、アルバイトやパートの採用業務の一部を代行するサービ

スを提供しており、株式会社エスプールセールスサポートでは、対面型の会員獲得業務や販売促進業務を行ってい

ます。ブルードットグリーン株式会社は、温室効果ガス（ＧＨＧ）排出量の算定や環境情報の開示に関するコンサ

ルティング、カーボンオフセット仲介など、企業の環境経営を支援するサービスを提供しています。株式会社エス

プールグローカルでは、複数の自治体の行政業務を一括で受託する広域行政ＢＰＯサービスを行っています。
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［当連結会計年度の経営成績］

　障がい者雇用支援サービスについては、法定雇用率の引き上げを2024年４月に控え、営業活動が活発になりまし

た。類似サービスが増える中で、法令順守をはじめとした適正なサービス提供を重視する機運が追い風となってお

り、第４四半期の新規受注は過去最高となりました。設備販売に関しても、第４四半期は過去２番目となり、通期

計画を上回ることができました。ロジスティクスアウトソーシングサービスにおいては、売上高は計画通りとなり

ましたが、利益面に関しては2023年７月に新設した流山センターの開設費用に加え、安定稼働に想定よりも時間と

費用を要したため減益となりました。採用支援サービスについては、コロナ禍からの需要回復に加え、サービス業

を中心とした人手不足感の強まりが大きな追い風となり、売上高は過去最高となりました。広域行政ＢＰＯサービ

スにおいては、営業活動がすでに来年度以降の案件が中心となっていることから、直近の案件の積み上げはなく、

当第４四半期の売上高は第３半期と同水準で推移しました。通期の売上高は前期から約５割増となりましたが、営

業活動の遅れ等により新センターの稼働率が計画を大きく下回り、わずかながら営業損失が発生しました。環境経

営支援サービスについては、ＥＳＧ・サスティナビリティへの社会的な意識の高まりを背景に企業の環境対応の取

り組みが加速しており、環境情報開示に関連したコンサルティングサービスが大幅な伸びとなりました。

　その結果、当連結会計年度の売上高は12,555百万円（前連結会計年度比23.1％増）、営業利益は2,981百万円

（前連結会計年度比2.0％増）となりました。

②　人材ソリューション事業

［事業概要］

　人材ソリューション事業は、人材派遣サービスを主力とする株式会社エスプールヒューマンソリューションズが

提供するサービスで、コールセンター等のオフィスサポート業務とスマートフォンや家電製品等の店頭販売支援業

務、ホテル業など接客業務に関する人材サービスを展開しています。サービスの特徴は、フィールドコンサルタン

ト（ＦＣ）と呼ばれる同社の従業員と派遣スタッフをチームで派遣する「グループ型派遣」の形態を採用している

点になります。派遣先に常駐するＦＣが派遣スタッフを現場で手厚くフォローすることで、未経験者を短期間で育

成できるだけでなく定着率の向上にもつながり、顧客満足度の向上とシェア拡大につながっています。

［当連結会計年度の経営成績］

　主力のコールセンター向けの人材派遣サービスにおいては、新型コロナウイルス感染症に関連したスポット案件

が終了したことにより、大幅な減収となりました。関連業務の終了はほぼ一巡し、第４四半期には売上減少によう

やく歯止めがかかりつつある状況がみられましたが、新規案件に対する需要が弱く本格回復には至りませんでし

た。販売支援業務ついては、通信キャリア関連の人材派遣ニーズの回復が依然として遅れているため、人手不足が

深刻となっているインバウンド関連の営業に注力しました。この取り組みにより、ホテルや空港関連の案件の獲得

が進み、回復に転じることができました。

　その結果、当連結会計年度の売上高は13,310百万円（前連結会計年度比19.7％減）、営業利益は1,257百万円

（前連結会計年度比24.7％減）となりました。
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売上高（単位：百万円） 2022年11月期 2023年11月期 増減率

報告セグメント 26,779 25,866 △3.4％

ビジネスソリューション事業 10,202 12,555 23.1％

人材ソリューション事業 16,577 13,310 △19.7％

調整額 △128 △82 －％

合計 26,650 25,784 △3.3％

営業利益（単位：百万円） 2022年11月期 2023年11月期 増減率

報告セグメント 4,590 4,238 △7.7％

ビジネスソリューション事業 2,921 2,981 2.0％

人材ソリューション事業 1,669 1,257 △24.7％

調整額 △1,498 △1,622 －％

合計 3,091 2,616 △15.4％

2023年11月期　セグメント別業績

今後の見通し

　今後のわが国経済の見通しについては、新型コロナウイルス感染症の行動制限が緩和され、経済活動に明るい兆

しがあるものの、緊迫する社会情勢や世界的な金融引き締めを背景とした物価高騰などにより、経済の先行きにつ

いては依然として不透明な状況にあります。

　このような環境の中で、当社グループにおいては、次の10年の成長を見据えた新たな事業戦略を推し進めてまい

ります。当社グループの中でも、優良な顧客基盤を有し、高い成長が期待できる「障がい者雇用支援サービス」、

「環境経営支援サービス」、「広域行政ＢＰＯサービス」を重点注力分野としてまいります。それぞれの分野で

は、既存サービスの深化によるオーガニック成長に加え、新規事業開発やＭ＆Ａを通じて事業領域を拡大していく

ことで新たな成長を追求してまいります。障がい者雇用支援サービスについては、これまでの農園型のサービスに

加え、障がい者の特性に合わせて多様な働き方を可能とするサービスの開発に取り組んでまいります。環境経営支

援サービスでは、環境分野のコンサルティングメニューの拡充に加え、ＩＳＳＢやＥＳＧ評価対応の支援など、事

業領域をサスティナビリティ全般に広げてまいります。広域行政ＢＰＯサービスにおいては、地方自治体ネットワ

ークを活用し、事業承継や行政ＭａａＳ、移住・定住など地方創生をテーマにしたサービスの開発に取り組んでま

いります。

　2024年11月期の事業戦略については、以下のとおりとなります。

①　ビジネスソリューション事業

　障がい者雇用支援サービスについては、法定雇用率の引き上げを控え、更なる需要拡大が見込まれることから、

引き続き営業活動に注力してまいります。一方で、障がい者の採用・教育に関し、従来の新規採用とは別に退職者

の補充が課題となっていることから、採用チームの増強を進めるとともに新たな採用チャネルの開拓にも取り組ん

でまいります。ロジスティクスアウトソーシングサービスにおいては、新センターの安定稼働に一定の目途がつい

たことから、全センターの満床を目標に営業活動を強化してまいります。採用支援サービスについては、応募受付

代行サービスの新規需要の取り込みと、既存顧客中心とした面接代行サービスの拡販に注力してまいります。広域

行政ＢＰＯサービスにおいては、早期の収益改善に向けて既存センターの稼働率向上に最優先で取り組んでまいり

ます。営業活動は、すでに2024年度以降の案件が中心となっているため、上半期は苦戦が続く予定ですが、下半期

以降の復活に向けて営業を加速してまいります。環境経営支援サービスについては、企業向けに展開していたカー

ボンニュートラル支援に関するコンサルティングサービスを自治体にも広げてまいります。営業活動は非常に順調

で、既に16自治体からの受注を獲得しました。
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売上高（単位：百万円）
2024年11月期

予想

報告セグメント 27,348

ビジネスソリューション事業 15,023

人材ソリューション事業 12,325

調整額 △288

合計 27,060

営業利益（単位：百万円）
2024年11月期

予想

報告セグメント 4,617

ビジネスソリューション事業 3,497

人材ソリューション事業 1,120

調整額 △1,867

合計 2,750

②　人材ソリューション事業

　コールセンター向けの人材派遣サービスについては、下半期以降にかけて緩やかな需要回復を見込むものの、本

格的な回復には時間を要することを想定し、上半期はコストコントロールの徹底と主要顧客との関係強化に取り組

んでまいります。No.１戦略に関しては、現在の１社から４社を目標に営業を強化してまいります。販売支援業務

については、需要が引き続き高いインバウンド関連業務の拡大に注力してまいります。新規出店については、下半

期に２支店の出店を予定しております。

　セグメント別の次期業績見込みは以下のとおりとなります。

　なお、当社グループは、2023年11月期の有価証券報告書における連結財務諸表から、国際財務報告基準（IFRS）

を任意適用いたします。このため、2024年11月期の連結業績予想はIFRSに基づき作成しており、日本基準を適用し

ていた2023年11月期の実績値に対する増減率は記載しておりません。

（２）当期の財政状態の概況

　①資産、負債及び純資産の状況

　当連結会計年度末の流動資産は、前連結会計年度末から213百万円増加し、7,270百万円となりました。業容拡大

に備えて商品在庫が105百万円増加しております。また、ビジネスソリューション事業を中心とした新規拠点開設

に伴い、その他に含まれる前払費用が94百万円増加しております。

　当連結会計年度末の固定資産は、前連結会計年度末から3,670百万円増加し、13,643百万円となりました。障が

い者雇用支援サービス拡大のため、株式会社エスプールプラスにて、新規農園の建設や既存農園の増設をしてお

り、有形固定資産が3,122百万円増加しました。また、ビジネスソリューション事業の拡大に対応するため、株式

会社エスプールプラス及び株式会社エスプールグローカルの新拠点開設により敷金及び保証金が352百万円増加し

ました。一方、出資先の超過収益力が減少したと判断されたことによる減損処理の結果、投資有価証券が29百万円

減少しております。

　当連結会計年度末の流動負債は、前連結会計年度末から352百万円増加し、7,529百万円となりました。新規事業

を含む業容拡大に伴い、追加の借入により短期借入金が350百万円、１年内返済予定の長期借入金が486百万円、そ

れぞれ増加しております。一方、人材ソリューション事業の業績低迷に伴い、未払法人税等が172百万円、未払消

費税等が254百万円、それぞれ減少しております。
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2019年11月期 2020年11月期 2021年11月期 2022年11月期 2023年11月期

自己資本比率（％） 35.1 39.4 39.7 43.7 42.2

時価ベースの

自己資本比率（％）
637.7 531.8 657.5 435.6 150.0

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率（年）
1.3 1.3 2.3 1.6 3.0

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
135.0 98.2 86.6 94.6 65.4

　当連結会計年度末の固定負債は、前連結会計年度末から2,139百万円増加し、4,563百万円となりました。追加の

借入により長期借入金が2,041百万円、農園の新規建設等により資産除去債務が265百万円増加しております。

　当連結会計年度末の純資産は、親会社株主に帰属する当期純利益により2,026百万円増加し、一方、第23期期末

配当により632百万円減少し、8,821百万円となりました。

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度の現金及び現金同等物は166百万円増加し、3,378百万円となりました。各活動によるキャッシ

ュ・フローの状況と要因は以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度比339百万円減少の2,522百万円の収入

（前連結会計年度は2,862百万円の収入）となりました。これは、税金等調整前当期純利益が前連結会計年度と比

較し267百万円減少して2,641百万円であったのに加え、減価償却費が1,170百万円、売上債権の減少が233百万円、

及び法人税等の支払額が1,138百万円あったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度比1,732百万円増加の4,572百万円の支

出（前連結会計年度は2,839百万円の支出）となりました。これは、主に株式会社エスプールプラスの新農園建設

等による有形固定資産の取得による支出4,171百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、2,215百万円の収入（前連結会計年度は748百万円の支

出）となりました。収入及び支出の内訳は、長期借入金の追加借入による収入3,000百万円、配当金の支払額631百

万円です。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利息を支払っている全ての負債を対象としており

ます。また、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社は、継続的な企業価値の向上と、それを通じた株主還元に積極的に取り組んでまいります。株主の皆様への

還元についての基本方針は以下のとおりであります。

①　成長のための事業投資を最優先とします。

②　事業投資のための内部留保を確保したうえで、資本効率や財務基盤の強化を勘案し、安定的、かつ、持続的に

株主還元の向上に努めてまいります。

③　具体的には、2021年１月13日に発表した中期経営計画にあるとおり、2025年11月期までに連結配当性向を30％

以上とすることを目標といたします。なお、単年度においては、連結配当性向が60％を超えない限り減配はし

ないこととします。

　上記の方針に則り、2023年11月期につきましては、１株当たり10.0円の普通期末配当を実施する予定でありま

す。また、2024年11月期につきましては、１株当たり10.0円の普通期末配当を予定しております。

　内部留保資金につきましては、障がい者雇用支援サービス等の短期的に成長が見込める既存事業分野への投資

と、中長期の環境変化に対応するための、既存事業を変革させる投資や新たな事業機会を獲得する新規事業投資に

用いてまいりたいと考えております。また、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができ

る旨を定款に定めております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。
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（４）事業等のリスク

　以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性のある主な事項を記載しており

ます。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資判断上、重要であると考えられる事項に

ついては、投資家に対する情報開示の観点から積極的に記載しております。なお、当社グループは、これらのリス

ク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社株式に関す

る投資判断は、以下の事業等のリスク及び本項以外の記載事項を、慎重に検討した上で行われる必要があります。

また、以下の記載は当社グループの事業もしくは当社株式への投資に関するリスクを完全に網羅するものではあり

ませんので、その点ご注意ください。

　なお、文中における将来に関する事項は、本資料発表日現在において当社グループが判断したものであります。

①事業の許認可について

　当社グループの人材派遣サービスは、労働者派遣法（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護

等に関する法律）に基づく労働者派遣事業として厚生労働大臣の許可を受けています。労働者派遣法は、労働者派

遣事業の適正な運営を確保するために、派遣事業を行う事業主が、派遣元事業主としての欠格事由に該当したり、

労働者派遣法もしくは職業安定法の規定またはこれらの規定に基づく命令処分に違反したりする場合には、事業の

許可を取り消され、または事業の全部もしくは一部の停止を命じられる旨を定めております。本許可には有効期限

があり、株式会社エスプールヒューマンソリューションズの労働者派遣事業許可の有効期限は2027年11月30日とな

っております。株式会社エスプールヒューマンソリューションズでは担当部署を配置して本許可の円滑な更新に努

めるとともに、日々の業務における法令遵守のための社内フローの整備や、その遵守状況のチェック体制を整えて

法令リスク管理に努めております。

　本資料発表日現在、本許可が取り消しとなる事由は発生しておりませんが、万一、将来何らかの理由により法令

違反に該当し、労働者派遣事業の許可取り消しや当該業務の全部または一部の停止の命令を受けた場合や許可の有

効期間満了後に許可が更新されない場合には、労働者派遣事業を営むことができず、当社グループの事業運営に重

大な影響を与える可能性があります。

　また、職業安定法に基づく有料職業紹介についても労働者派遣法と同様の取り扱いがあり、有料職業紹介事業者

としての欠格事由に該当したり、当該許可の取消事由に該当したりした場合には、事業の許可を取り消され、また

は事業の全部もしくは一部の停止を命じられる旨を定めております。本許可には有効期限があり、株式会社エスプ

ールヒューマンソリューションズの有料職業紹介事業許可の有効期限は2027年11月30日、株式会社エスプールプラ

スの有料職業紹介事業許可の有効期限は2026年４月30日となっております。当社グループでは、許可を取得してい

る会社ごとに担当部署を配置して本許可の円滑な更新に努めるとともに、日々の業務における法令遵守のための社

内フローの整備や、その遵守状況のチェック体制を整えて法令リスク管理に努めております。

　本資料発表日現在、本許可が取り消しとなる事由は発生しておりませんが、万一、将来何らかの理由により法令

違反に該当し、事業許可取り消しや当該業務の全部または一部の停止の命令を受けた場合や許可の有効期間満了後

に許可が更新されない場合には、有料職業紹介事業を営むことができず、当社グループの業績に影響を与える可能

性があります。

②法的規制について

　当社グループの行う事業に適用のある労働基準法、労働安全衛生法、労働者派遣法、職業安定法、労働者災害補

償保険法、健康保険法及び厚生年金保険法、個人情報保護法（個人情報の保護に関する法律）その他関連法令は、

労働市場を取り巻く社会情勢の変化に応じて今後も改正、解釈の変更等が想定されます。今後何らかの制度変更が

行われた場合、当社グループが行う事業についても、影響を受ける可能性があります。
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③社会保険・雇用保険について

　当社グループは、業務実施にあたる派遣スタッフについて、健康保険法、厚生年金保険法の範囲内で当社グルー

プにて定めた運用方針に基づき、契約形態及び勤務実績に応じて、社会保険（健康保険及び厚生年金保険）や雇用

保険に加入させる取り扱いを行っております。

　当社グループでは関係法令を遵守しておりますが、今後関係法令やその解釈の変更が行われた場合並びに所轄官

庁の判断により指摘を受けた場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　また、今後、関連法令の改正や社会情勢の変化等により、当社グループの社会保険負担額や雇用保険負担額が増

加する可能性があり、この場合には当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

④障害者雇用促進法について

　当社グループの提供する障がい者雇用支援サービスは、障がい者雇用に積極的に取り組む企業に向けて、雇用の

各場面における課題解決を支援するソリューションを提供するものであります。当該サービスの需要は、障害者雇

用促進法（障害者の雇用の促進等に関する法律）が規定する企業の障がい者の雇用義務に係る法定雇用率に一定の

影響を受けます。障害者雇用促進法が規定する障がい者の雇用に関する法定雇用率は引き上げる方向で継続的に見

直しがなされることとなっておりますが、今後の法改正によって雇用義務が緩和されたり、雇用義務そのものがな

くなったりした場合には、当社グループの事業運営に重大な影響を与える可能性があります。

⑤障がい者雇用支援サービスのビジネスモデルについて

　当社グループの提供する障がい者雇用支援サービスは、知的障がい者の就労機会の創出と経済的自立の支援を目

指して当社グループが独自に開発したビジネスモデルであります。そのため、当社グループでは事業主管部門と法

務部門が連携し、関連諸法規の遵守に万全の態勢で臨んでおりますが、法律の改正、新たな規制、行政指導等によ

って事業活動が制限される可能性があります。

　また、当社グループでは社会課題の解決という高い理念のもとに、法令違反等が生じないよう細心の注意を払っ

て事業活動を行っておりますが、競合他社の模倣等により何らかの理由で当社グループのビジネスモデルの評判が

損なわれる可能性、または、当社グループに対する好ましくない風評が立つ可能性があります。

　これらの場合には、計画どおりに事業運営を行うことができず、当社グループの業績に重大な影響を与える可能

性があります。

⑥障がい者雇用支援サービスの運営する農園について

　当社グループの提供する障がい者雇用支援サービスにおいては、障がい者を雇用しようとする企業向けの貸農園

を運営しております。農園には屋外型と屋内型の２種類があり、外注する工事の発注や進捗管理を担当する専門部

署を配置すること等により設備の構築・保守には万全を期して運営しておりますが、台風や地震などの災害や、人

為的なミス、事故、設備上の問題、または第三者による不法行為、その他運営上のトラブル等が発生した場合、こ

れらに起因して農園の運営に支障が出る可能性があります。

　その場合、信頼性や企業イメージが低下して顧客の維持・獲得が困難になり、当社グループの事業及び業績に影

響を与える可能性があります。

　また、障がい者雇用支援サービスの成長のためには、運営する企業向け貸農園の新規開設が必要不可欠でありま

す。しかしながら、社内外の要因により企業向け貸農園に適した土地や建物の確保が計画通りに進まない場合に

は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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⑦個人情報の管理について

　当社グループは、事業を行う上で、派遣スタッフ等の個人情報を保有しており、基幹業務システムにて一括管理

しております。そしてこれらの個人情報の取り扱いについては、個人情報の保護に関する規程を定め、万全の管理

体制を施しており、個人情報保護法その他関連法令の遵守に努めております。また、不正アクセス、破壊及び改ざ

んに対して、基幹業務システムのセキュリティ投資を積極的に行い、厳正な対策を講じております。

　また、当社グループの各事業に従事する社員や、派遣先のコールセンター等で就業する派遣スタッフは、顧客管

理下の個人情報や営業機密に触れる機会があります。当社グループでは、顧客の営業機密管理及び漏洩防止のた

め、全ての社員・派遣スタッフに対して、採用時に守秘義務に関する誓約書を取り付けるほか、集合研修やオンラ

イン研修を通じて定期的に教育・研修を行い、情報の取り扱いの重要性の啓蒙に努めております。

　以上のような対策を講じても、個人情報の漏洩や不正使用などの事態が生じた場合、当社グループのイメージの

悪化等により、当社グループの事業及び業績に重大な影響を与える可能性があります。

⑧新規事業及び新規サービスの立ち上げについて

　当社グループでは、中期的な事業方針として環境変化に強い、バランスの取れたポートフォリオ経営の推進を掲

げており、今後も環境の変化に応じて柔軟に新規事業や新規サービスを展開して行く所存です。新規事業や新規サ

ービスの展開にあたっては、事前に環境分析や市場分析等を慎重に行ったうえで事業化することとしております

が、事業着手後、必ずしも計画通りに進むとは限らず、また、予期せぬ事象の発生等により、当社グループの業績

に影響を与える可能性があります。

⑨事業投資について

　当社グループは、環境変化に対応するために、同業または関連する事業分野の企業または事業の買収や投資を積

極的に検討・実行しております。企業買収や事業投資の際には、事前のデューデリジェンス等により経営状況や市

場動向を調査した上で慎重に進めるとともに、当社グループに合流した後においても、既存の子会社と同様にグル

ープ間の情報共有や既存営業網の共有等を通じて業績を向上させていくよう努めております。しかしながら、社内

外の要因により必ずしも見込みどおりに進むとは限らず、買収資産の毀損や収益性の低下によって、のれんや固定

資産の減損、関係会社株式評価損等により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

⑩大規模な自然災害及び感染症等の影響について

　当社グループは、全国に事業拠点を有しており、自然災害や新型感染症等が発生した場合、事業活動に支障が生

じる可能性があります。新型コロナウイルス感染症に関しては重症化リスクの減少等によりその影響は軽減され、

社会経済活動の正常化が進みましたが、今後新たに感染症等の流行が生じた場合、社会経済活動に与える影響の度

合いによっては、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　また、障がい者雇用支援サービスにおいて運営する貸農園設備について、台風や地震、大雪や豪雨、竜巻等の自

然災害による被害が生じ、長期にわたり農園の稼働が困難になった場合には、当社グループの業績に影響を与える

可能性があります。
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⑪情報システム障害について

　当社グループでは、全国の事業拠点での運営を円滑に行うため、事業管理活動の多くをコンピュータシステム及

びネットワーク網に依存しております。当社グループでは、コンピュータシステムの障害に備えるため、バックア

ップサーバーの設置を行っております。また地震等の災害に備えるため、外部のデータセンターに運営を委託して

おります。しかしながら、予期せぬトラブル等によりコンピュータシステムが停止した場合、あるいは、ネットワ

ーク網に障害が発生した場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　また、今後も情報システム投資を積極的に行い、コンピュータシステム及びネットワーク網の安定稼働強化を図

っていく計画ですが、これらの投資が収益拡大に直結するとは限らず、投資に見合った利益を上げられない場合、

投資資金を回収できない可能性もあります。

⑫人材の確保について

　当社グループが今後も継続的に成長していくためには優秀な社員や派遣スタッフの確保・育成が重要な要素にな

ります。採用活動においては独自の採用イベントやインターンシップの実施、複数キャリアコースの設定等様々な

施策を導入し、派遣スタッフの募集においては募集拠点の増設やＷＥＢ面接システムの導入など、採用方法の多様

化を推進しています。また、従業員の育成・定着のために階層別研修やジョブローテーションの実施、健康経営の

推進等様々な施策を講じています。しかしながら、これら諸施策が十分な効果が得られずに、計画通りに人材の確

保・育成が進まない場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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２．企業集団の状況

　当社グループは、2023年11月30日現在、当社及び子会社８社（株式会社エスプールヒューマンソリューションズ、株

式会社エスプールプラス、株式会社エスプールロジスティクス、株式会社エスプールリンク、株式会社エスプールセー

ルスサポート、株式会社エスプールグローカル、ブルードットグリーン株式会社、世霹股份有限公司（Shipeee））に

より構成されております。当社グループの事業における当社及び当社子会社の位置付け、並びにセグメントとの関連

は、次のとおりであります。なお、セグメントと同一の区分であります。

［ビジネスソリューション事業］

　ビジネスソリューション事業では、シニアや障がい者など潜在労働力の活用を支援するサービスや、企業の業務の一

部を受託するアウトソーシングサービスを提供しています。前者においては、株式会社エスプールプラスが、障がい者

の就労に適した農園を企業に貸し出し、主に知的障がい者の採用・教育から定着までを支援するサービスを行っていま

す。株式会社エスプールでは、様々な経験やノウハウを有するシニアを企業の経営課題や業務課題の解決に役立てるサ

ービスを提供しています。

　後者のアウトソーシングサービスでは、株式会社エスプールロジスティクスが、通販商品の発送を代行する物流サー

ビスを行っています。株式会社エスプールリンクは、アルバイトやパートの採用業務の一部を代行するサービスを提供

しており、株式会社エスプールセールスサポートでは、対面型の会員獲得業務や販売促進業務を行っています。ブルー

ドットグリーン株式会社は、温室効果ガス（ＧＨＧ）排出量の算定や環境情報の開示に関するコンサルティング、カー

ボンオフセット仲介など、企業の環境経営を支援するサービスを提供しています。株式会社エスプールグローカルで

は、複数の自治体の行政業務を一括で受託する広域行政ＢＰＯサービスを行っています。

［人材ソリューション事業］

　人材ソリューション事業は、人材派遣サービスを主力とする株式会社エスプールヒューマンソリューションズが提供

するサービスで、コールセンター等のオフィスサポート業務とスマートフォンや家電製品等の店頭販売支援業務、ホテ

ル業など接客業務に関する人材サービスを展開しています。サービスの特徴は、フィールドコンサルタント（ＦＣ）と

呼ばれる同社の従業員と派遣スタッフをチームで派遣する「グループ型派遣」の形態を採用している点になります。派

遣先に常駐するＦＣが派遣スタッフを現場で手厚くフォローすることで、未経験者を短期間で育成できるだけでなく定

着率の向上にもつながり、顧客満足度の向上とシェア拡大につながっています。
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、資本市場における財務情報の国際的な比較可能性及び利便性の向上を図るため、2023年11月期（第

24期）の有価証券報告書における連結財務諸表より、従来における日本基準に替えて、国際財務報告基準（IFRS）を任

意適用することといたしました。なお、この2023年11月期決算短信は日本基準で作成しています。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年11月30日)

当連結会計年度
(2023年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,212 3,378

売掛金 3,441 3,207

商品 94 199

その他 313 505

貸倒引当金 △5 △21

流動資産合計 7,056 7,270

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 9,765 13,728

減価償却累計額 △1,825 △2,645

建物及び構築物（純額） 7,939 11,083

車両運搬具 911 1,144

減価償却累計額 △656 △863

車両運搬具（純額） 254 281

土地 55 55

建設仮勘定 624 498

その他 584 754

減価償却累計額 △328 △421

その他（純額） 255 332

有形固定資産合計 9,128 12,251

無形固定資産

ソフトウエア 60 130

その他 0 0

無形固定資産合計 60 130

投資その他の資産

投資有価証券 41 11

敷金及び保証金 690 1,043

繰延税金資産 51 207

投資その他の資産合計 784 1,262

固定資産合計 9,973 13,643

資産合計 17,030 20,914

４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

- 14 -

㈱エスプール（2471）　2023年11月期決算短信



(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年11月30日)

当連結会計年度
(2023年11月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 261 297

短期借入金 3,450 3,801

１年内返済予定の長期借入金 228 715

未払金 453 385

未払法人税等 633 461

未払消費税等 330 76

未払費用 1,428 1,369

賞与引当金 159 124

その他 230 297

流動負債合計 7,176 7,529

固定負債

長期借入金 959 3,000

繰延税金負債 148 －

資産除去債務 1,283 1,548

その他 33 13

固定負債合計 2,424 4,563

負債合計 9,601 12,093

純資産の部

株主資本

資本金 372 372

資本剰余金 246 246

利益剰余金 6,819 8,213

自己株式 △0 △0

株主資本合計 7,437 8,831

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 0 △0

その他の包括利益累計額合計 0 △0

非支配株主持分 △8 △9

純資産合計 7,429 8,821

負債純資産合計 17,030 20,914
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2021年12月１日
　至　2022年11月30日)

当連結会計年度
(自　2022年12月１日

　至　2023年11月30日)

売上高 26,650 25,784

売上原価 17,909 16,945

売上総利益 8,741 8,838

販売費及び一般管理費 5,649 6,222

営業利益 3,091 2,616

営業外収益

受取利息 0 0

助成金収入 57 119

その他 1 2

営業外収益合計 59 121

営業外費用

支払利息 30 38

支払手数料 1 0

貸倒引当金繰入額 － 14

その他 0 0

営業外費用合計 32 53

経常利益 3,118 2,684

特別利益

固定資産売却益 0 0

投資有価証券売却益 30 －

特別利益合計 31 0

特別損失

固定資産除却損 47 13

リース解約損 0 －

投資有価証券評価損 193 29

特別損失合計 241 43

税金等調整前当期純利益 2,908 2,641

法人税、住民税及び事業税 1,036 920

法人税等調整額 38 △303

法人税等合計 1,075 616

当期純利益 1,833 2,024

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に

帰属する当期純損失（△）
24 △1

親会社株主に帰属する当期純利益 1,809 2,026

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2021年12月１日
　至　2022年11月30日)

当連結会計年度
(自　2022年12月１日

　至　2023年11月30日)

当期純利益 1,833 2,024

その他の包括利益

為替換算調整勘定 0 △0

その他の包括利益合計 0 △0

包括利益 1,833 2,023

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,809 2,025

非支配株主に係る包括利益 24 △1

（連結包括利益計算書）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 372 222 5,484 △0 6,078

当期変動額

剰余金の配当 △474 △474

親会社株主に帰属する当期
純利益

1,809 1,809

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

24 24

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － 24 1,335 － 1,359

当期末残高 372 246 6,819 △0 7,437

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
為替換算調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 0 0 27 6,106

当期変動額

剰余金の配当 △474

親会社株主に帰属する当期
純利益

1,809

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

24

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△0 △0 △36 △36

当期変動額合計 △0 △0 △36 1,323

当期末残高 0 0 △8 7,429

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2021年12月１日　至　2022年11月30日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 372 246 6,819 △0 7,437

当期変動額

剰余金の配当 △632 △632

親会社株主に帰属する当期
純利益

2,026 2,026

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － － 1,393 － 1,393

当期末残高 372 246 8,213 △0 8,831

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
為替換算調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 0 0 △8 7,429

当期変動額

剰余金の配当 △632

親会社株主に帰属する当期
純利益

2,026

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△1 △1 △1 △2

当期変動額合計 △1 △1 △1 1,391

当期末残高 △0 △0 △9 8,821

当連結会計年度（自　2022年12月１日　至　2023年11月30日）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2021年12月１日
　至　2022年11月30日)

当連結会計年度
(自　2022年12月１日

　至　2023年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,908 2,641

減価償却費 868 1,170

貸倒引当金の増減額（△は減少） △14 16

賞与引当金の増減額（△は減少） 65 △34

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △40 －

受取利息 △0 △0

支払利息 30 38

固定資産除却損 47 13

固定資産売却損益（△は益） △0 △0

リース解約損 0 －

投資有価証券売却損益（△は益） △30 －

投資有価証券評価損 193 29

売上債権の増減額（△は増加） △29 233

棚卸資産の増減額（△は増加） 75 △105

仕入債務の増減額（△は減少） 42 36

未払費用の増減額（△は減少） △136 △58

その他 △301 △281

小計 3,680 3,699

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △30 △38

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △787 △1,138

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,862 2,522

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,752 △4,171

無形固定資産の取得による支出 △12 △48

投資有価証券の取得による支出 △29 －

投資有価証券の売却による収入 65 －

固定資産の売却による収入 0 0

敷金及び保証金の差入による支出 △227 △380

敷金及び保証金の回収による収入 113 25

その他 3 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,839 △4,572

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2021年12月１日
　至　2022年11月30日)

当連結会計年度
(自　2022年12月１日

　至　2023年11月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） － 350

長期借入れによる収入 － 3,000

長期借入金の返済による支出 △228 △471

リース債務の返済による支出 △10 △30

配当金の支払額 △472 △631

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△36 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △748 2,215

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △725 166

現金及び現金同等物の期首残高 3,938 3,212

現金及び現金同等物の期末残高 3,212 3,378
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　　　　8社

　すべての子会社を連結しております。

連結子会社の名称

㈱エスプールヒューマンソリューションズ

㈱エスプールプラス

㈱エスプールロジスティクス

㈱エスプールリンク

㈱エスプールセールスサポート

㈱エスプールグローカル

ブルードットグリーン㈱

世霹股份有限公司

２　持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。

４　会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

　その他有価証券

　　市場価格のない株式等以外のもの

　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によって

おります。

　　市場価格のない株式等

　　　移動平均法による原価法によっております。

棚卸資産

　商品

　　障がい者雇用支援サービスにて運営する農園の栽培装置については移動平均法による原価法（連結貸

借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　　環境経営支援サービスで取り扱っている排出権については個別法による原価法（連結貸借対照表価額

は収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物　　５年～22年

車両運搬具　　　　２年～６年

その他　　　　　　３年～15年

②　無形固定資産

ソフトウエア

　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

- 22 -

㈱エスプール（2471）　2023年11月期決算短信



(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度の負担額を計上しており

ます。

(4）収益及び費用の計上基準

①　人材アウトソーシングサービス（㈱エスプールヒューマンソリューションズ）

　人材アウトソーシングサービスでは、主にコミュニケーションスキルを要する業種に対応した人材を顧

客に派遣する人材派遣サービスを提供しております。これらのサービスは、派遣社員による労働力の提供

に応じて履行義務を充足する取引であると判断し、当子会社と雇用契約を締結した派遣スタッフの派遣期

間の稼働実績に応じて収益を認識しております。

②　障がい者雇用支援サービス（㈱エスプールプラス）

　障がい者雇用支援サービスでは、当子会社が管理している農園における栽培装置の販売と、農園施設管

理サービス及び障がい者就労支援サービスを提供しております。栽培装置の販売については、装置が設置

され、顧客の受け入れが得られた時点において顧客に商品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が移転

し、履行義務を充足する取引であると判断していることから、その時点で収益を認識しております。ま

た、農園施設管理サービスについては、販売した栽培装置を契約期間中に利用可能な状態にすることが顧

客との契約に基づいた履行義務であると判断しており、関連する履行義務を充足するにつれて一定の期間

にわたり均等に収益を認識しております。他方、障がい者就労支援サービスについては、顧客である企業

に対し就労を希望する障がい者の紹介を行っており、紹介が完了し上記農園にて就労が可能となった時点

において履行義務を充足する取引であると判断していることから、その時点で収益を認識しております。

③　ロジスティクスアウトソーシングサービス（㈱エスプールロジスティクス）

　ロジスティクスアウトソーシングサービスでは、物流センターにおける商品の保管業務並びに入出庫荷

役業務を行っております。保管業務は一定の期間ごとに履行義務が充足されると判断し、顧客との契約に

係る取引額を契約期間にわたり均等に収益認識しております。また、入出庫荷役業務については作業が完

了した時点で履行義務が充足されると判断し、作業完了時に収益を認識しております。この他、一定の期

間にわたる役務の提供である請負契約取引などについては、原則として一定の期間にわたり履行義務を充

足する取引であることから、顧客との契約に係る取引額を契約期間にわたり均等に収益を認識しておりま

す。

④　広域行政ＢＰＯサービス（㈱エスプールグローカル）

　広域行政ＢＰＯサービスでは、行政への届け出・手続き関連業務などに係る業務を受託しており、いず

れも一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であると判断しているため、顧客との契約に係る取引額

を契約期間にわたり均等に収益を認識しております。

⑤　環境経営支援サービス（ブルードットグリーン㈱）

　環境経営支援サービスでは、排出量削減コンサルティング及び気候変動リスク分析・情報開示支援に関

するコンサルティング等を実施しております。上記に係る主な取引は、顧客との契約に基づき成果物の納

品又は役務・サービスを提供する履行義務を負っており、顧客への成果物の納品又は役務・サービスの提

供が完了した時点で履行義務を充足する取引であると判断していることから、その時点で収益を認識して

おります。
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⑥　顧問紹介マッチングサービス（プロフェッショナル人材バンク）

　顧問紹介マッチングサービスでは、「プロフェッショナル人材バンク」を運営し、専門領域に特化した

顧問の紹介サービスを提供しております。顧客との契約から生じる収益は、紹介する顧問の業務領域によ

り「月額固定型収益」と「成果報酬型収益」とに分かれており、「月額固定型収益」については、顧客と

の契約に基づくサービス提供が一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であると判断しており、顧客

との契約におけるサービス提供期間にわたり契約に基づく取引価格を按分し収益を認識しております。ま

た「成果報酬型収益」については、サービスの提供又は成果物の納品により履行義務を充足する取引であ

ると判断していることから、その時点で収益を認識しております。 

⑦　販売促進支援サービス（㈱エスプールセールスサポート）

　販売促進支援サービスでは、キャンペーンやプロモーションの企画・立案・運用など様々な業務を受託

しており、いずれも一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であることから、その進捗度に応じて収

益を認識しております。

⑧　採用支援サービス（㈱エスプールリンク）

　採用支援サービスでは、企業の採用活動に付随する業務を受託しており、一定の期間にわたり履行義務

を充足する取引であることから、その進捗度に応じて収益を認識しております。

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

連結納税制度から単体納税制度への移行

　当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度より、連結納税制度から単体納税制度に移行しておりま

す。
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（セグメント情報）

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、アウトソーシング、人材派遣等の役務提供を主な事業としており、提供するサービスの特性か

ら、報告セグメントを「ビジネスソリューション事業」、「人材ソリューション事業」の２つとしております。

　「ビジネスソリューション事業」は、主に障がい者雇用支援サービス及び広域行政ＢＰＯサービス、ロジスティク

スアウトソーシングサービス、環境経営支援サービスであります。その他、セールスプロモーション分野のアウトソ

ーシングサービスや採用支援サービスも含まれております。

　「人材ソリューション事業」は、人材派遣、人材紹介等、人材に係わるサービスを提供しており、主要な業務はオ

フィスサポート人材派遣事業と販売支援人材派遣事業であります。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載のとおりであります。

　セグメント間の内部売上高又は振替高は、市場価格に基づいております。また、報告セグメントの利益は営業利益

の数値であります。

　なお、当社グループは、内部管理上、事業セグメントに資産を配分しておりませんが、減価償却費は配分しており

ます。
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（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）２

連結損益計算書
計上額（注）３ビジネスソリュ

ーション事業
人材ソリューシ
ョン事業

計

売上高

(1）外部顧客への売上高 10,145 16,505 26,650 － 26,650

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
56 71 128 △128 －

計 10,202 16,577 26,779 △128 26,650

セグメント利益 2,921 1,669 4,590 △1,498 3,091

その他の項目

減価償却費 808 30 838 30 868

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）２

連結損益計算書
計上額（注）３ビジネスソリュ

ーション事業
人材ソリューシ
ョン事業

計

売上高

(1）外部顧客への売上高 12,502 13,281 25,784 － 25,784

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
52 29 82 △82 －

計 12,555 13,310 25,866 △82 25,784

セグメント利益 2,981 1,257 4,238 △1,622 2,616

その他の項目

減価償却費 1,115 28 1,144 25 1,170

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2021年12月１日　至　2022年11月30日）

（注）１．当社グループは事業セグメントに資産の配分を行っていないため、資産の記載を行っておりません。

２．調整額は以下のとおりであります。

（１）セグメント利益の調整額△1,498百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,498百万円で

あります。また、全社費用は、当社の管理部門に係わる費用であります。

（２）減価償却費の調整額30百万円は、各報告セグメントに配分していない共用資産及び当社の管理部門の減価

償却費であります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当連結会計年度（自　2022年12月１日　至　2023年11月30日）

（注）１．当社グループは事業セグメントに資産の配分を行っていないため、資産の記載を行っておりません。

２．調整額は以下のとおりであります。

（１）セグメント利益の調整額△1,622百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,622百万円で

あります。また、全社費用は、当社の管理部門に係わる費用であります。

（２）減価償却費の調整額25百万円は、各報告セグメントに配分していない共用資産及び当社の管理部門の減価

償却費であります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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項目
前連結会計年度

（自　2021年12月１日
　　至　2022年11月30日）

当連結会計年度
（自　2022年12月１日

　　至　2023年11月30日）

１株当たり純資産額 94円14銭 111円78銭

１株当たり当期純利益 22円90銭 25円64銭

前連結会計年度
（2022年11月30日）

当連結会計年度
（2023年11月30日）

純資産の部の合計額（百万円） 7,429 8,821

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） △8 △9

（うち非支配株主持分（百万円）） (△8) (△9)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 7,437 8,830

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
79,003,645 79,003,645

前連結会計年度
（自　2021年12月１日

　　至　2022年11月30日）

当連結会計年度
（自　2022年12月１日

　　至　2023年11月30日）

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 1,809 2,026

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益（百万円）
1,809 2,026

普通株式の期中平均株式数（株） 79,003,645 79,003,645

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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